職場決議ひな形

「戦争法案を廃案に！」　職場決議（案）
安倍政権は、集団的自衛権行使や戦闘中の外国軍を支援する後方支援などを内容とする憲法違反の戦争法案を、国民多数の反対の声に耳を傾けることなく、7月15日衆院安保特別委員会で、翌16日には衆院本会議で強行採決を行いました。
　戦争法案は明確な憲法違反です。これまで40数年にわたり政府が積み上げてきた憲法解釈を180度変更し、法案を合憲と主張する政府に対し、憲法学者、歴代の内閣法制局長官らが「明確な憲法違反」「従来の政府見解とは相いれない」と国会で陳述し、自民党の元幹部・閣僚経験者さえ「最高法規の解釈を自由に変え得るなら法治国家としての根底が揺らぐ」などとして反対の声を上げています。

　

安倍首相自身が「国民の理解が進んでいないのも事実」と認めながら、採決を急いだのは「60日ルール」を利用し、衆議院での多数をもって強引に成立させようとしているからにほかならず、言論の府にあるまじき民主主義破壊の蛮行というしかありません。しかも、安倍政権はこの法案を成立させたのちには、9条改憲もおこなおうとしています。日本を「戦争する国」につくり変えようとする違憲の法案は直ちに廃案にすべきです。

　法案に反対する運動は、従来の枠組みを超えた幅広い共同の取り組みとして、かつてない広がりを見せています。

　すべての弁護士が加入する日本弁護士連合会は、安保法制は違憲だとして反対する意見書を採択し、各地の弁護士会も街頭宣伝などを積極的におこなっています。法案に反対する憲法学者が国会前でリレートークをおこない、東大をはじめとする各地の大学でも教官と学生が一緒に反対の集会を開催、若者が全国でデモを行い、国会を包囲する集会・座り込みが連日続けられています。「反対」や「慎重審議」を求める地方議会意見書は7月11日までに38都道府県265議会に達し、さいたま市議会をはじめ自民・公明党議員も含め全会一致で採択されているところも少なくありません。世論調査でも法案への反対が6割、今国会での成立には7～8割が反対しています。

　

「平和でなければ町づくりはできない」との自治体首長の声もあるように、住民のいのちとくらしを守ることを責務とする自治体・自治体公務公共労働者にとっても、戦争法案は重大な影響を及ぼします。
　とりわけ、私たち保育労働者は、子どもの命を守り、育むことが仕事です。この子どもたちを戦場に送ることなど絶対にできません。
　私たちは、日本国憲法を「尊重擁護」し、戦後70年にわたり平和を守ってきた憲法9条を守り、さらに発展させていきます。そのために、ただちに「戦争法案」を廃案とすることを求め、奮闘します。

　以上、決議する。
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